
平成 27年１月 30日策定 

平成 30年２月 28日改訂 

令和４年２月 28日改訂 

 

ソーシャルメディアを利用した情報発信に係るガイドライン 

                

 

このガイドラインは、佐渡市の行うソーシャルメディア（以下「ＳＭ」という。）を

利用した情報発信に当たり、佐渡市職員が、業務でＳＭを用いる際に遵守しなければ

ならない事項を示すものです。 

 

１ ガイドラインの目的 

ＳＭは、有効な情報伝達手段である一方で、その情報が不正確であったり、法令又

は公序良俗に反したり、さらには意図せずに特定又は不特定の人達の感情を害した場

合には、発信者のみならず市政にも予期せぬ影響を及ぼす場合があります。それらの

リスクを事前に回避するため、職員が留意すべき事項について指針を示すものです。 

 

２ ＳＭ の定義 

本ガイドラインでいうＳＭとは、具体的にはＳｏｃｉａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｓｅｒ

ｖｉｃｅ（ＳＮＳ、Ｍｉｘｉ 、Ｆａｃｅｂｏｏｋ等）、動画共有サイト（ＹｏｕＴｕ

ｂｅ、ニコニコ動画等）、Ｗｅｂｌｏｇ（ブログ）、マイクロブログ（Ｔｗｉｔｔｅｒ

等）、ｗｉｋｉ、ポッドキャストといったインタ－ネット上において情報発信、情報流

通、コミュニケーション等を行うための媒体全般をいいます。 

 

３ ＳＭによる情報発信の位置付け 

 ＳＭは、その情報伝搬力及び即時性があることから有効な情報伝達手段となります

が、インターネット上での情報発信は、あくまでも佐渡市の運用するホームページを

主体とします。 

 

４ ガイドラインの適用範囲 

⑴ このガイドラインは、佐渡市職員に対して適用されます。 

⑵ このガイドラインに定めのない事項については、広報主管課長に協議するもの

とします。 

 

５ ＳＭ利用に当たっての基本原則 

⑴ 職員がＳＭを利用して情報を発信する場合には、職員であることの自覚及び責

任を持たなければなりません。 

⑵ 地方公務員法をはじめとする関係法令及び職員の服務や情報の取扱いに関する

規定等を遵守しなければなりません。 



⑶ 基本的人権、肖像権、プライバシー権、著作権等に関して十分留意しなければ

なりません。 

⑷ 一度ネットワーク上に公開された情報は、完全に削除できない可能性があるこ

とを踏まえ、発信する情報は正確に記述するとともに、その内容について誤解を

招くことがないよう留意しなければなりません。 

⑸ 意図せずに自らが発信した情報により他者を傷つけたり、誤解を生じさせた場

合には、誠実に対応するとともに、正しく理解されるよう努めなければなりませ

ん。 

⑹ 自らが発信した情報に関し攻撃的な反応があった場合には、冷静に対応し、無

用な議論となることは避けなければなりません。 

⑺ 次に掲げる情報は、発信してはなりません。 

ア 誹謗中傷又は不敬な言い方を含む情報 

イ 人権、思想、心情等を差別し、又は差別を助長させる情報 

ウ 違法な情報又は違法行為をあおるような情報 

エ 信頼性が確保できない情報（単なるうわさ又はうわさを助長させる情報） 

オ 閲覧者に損害を与えようとするサイト又は大切な内容を含むサイトに関する

情報 

カ 上記に掲げるほか、公序良俗に反する一切の情報 

 

６ ＳＭを利用して佐渡市行政に関する情報を発信する際の留意事項 

⑴ 佐渡市（佐渡市と関係を有する者又は団体を含みます。以下同じ。）の秘密に関

する情報を発信してはなりません。 

⑵ 特定の組織、商品、人物等に言及する際は、その評価によって相手に不利益が

生じないように配慮し、佐渡市及び他者の権利を侵害する情報を発信してはなり

ません。 

⑶ 佐渡市のセキュリティを脅かすおそれのある情報を発信してはなりません。 

⑷ 自らの職務に関する情報を発信する場合は、守秘義務を遵守するとともに、意

思形成過程における情報を発信してはなりません。ただし、佐渡市が積極的に意

見等を求める場合は、除きます。 

⑸ 自らは職務上直接かかわらない事項であっても、行政に関する情報を発信する

場合にあっては、その情報が不正確な場合には市政に重大な影響を与えるおそれ

があることについて十分留意しなければなりません。 

 


